
HANEDA AIRPORT

（ 年６月２ 日）





区　分 2021年度実績 2020年度実績 増減率 修正予想 修正予想比

万人 万人 　％ 万人 ％

羽田空港　国内線 2,8382,838 2,0602,060 37.737.7 3,6623,662 　▲　22.5　　▲　22.5　

羽田空港　国際線 8383 4141 100.2100.2 214214 ▲　61.4▲　61.4

羽田空港　　計 2,9212,921 2,1022,102 39.039.0 3,8763,876 　▲　24.7　▲　24.7

成田空港　国際線 234234 126126 85.385.3 342342 　▲　31.5　▲　31.5

関西空港　国際線 2626 2020 29.929.9 143143 ▲　81.3▲　81.3

中部空港　国際線 55 11 183.1183.1 3636 ▲　84.8▲　84.8

（１）事業環境（１）事業環境

航空旅客の動向

事業環境

１．事業報告１．事業報告
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○ 連　結

施設利用料収入や商品売上高等が増加し、営業収益は前期を上回った

増収と費用削減の継続により、損益は前期より大きく改善するも、二期連続赤字へ

今年に入ってからの旅客回復の鈍化により、営業収益・損益とも修正予想を下回った

経営成績

（2）2021 年度（第 78 期）決算総括（2）2021 年度（第 78 期）決算総括

区　分 当　期
（2021年度）

前　期
（2020年度） 増　減 修正予想 差　異

億円 億円 億円 億円 億円

営 業 収 益 570570 465465 105105 695695 ▲ 124▲ 124

営 業 損 益 ▲　412▲　412 ▲　590▲　590 177177 ▲　351▲　351 ▲　61▲　61

経 常 損 益 ▲　438▲　438 ▲　573▲　573 134134 ▲　377▲　377 ▲　61▲　61

親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 損 益 ▲　252▲　252 ▲　365▲　365 113113 ▲　213▲　213 ▲　39▲　39

注１：億円未満は切り捨て処理しております。

注２：前期実績は、収益認識会計基準で組み替えた後の数値を使用しております。
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○ 連　結

○ 個　別（日本空港ビル）

科　　目 当　期
（2022年 3月 31日）

前　期
（2021年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

資産の部

流　動　資　産 1,138 1,434 ▲ 295

固　定　資　産 3,500 3,757 ▲ 257

有 形 固 定 資 産 2,799 3,053 ▲ 253

無 形 固 定 資 産 343 371 ▲  27

投資その他の資産 356 333 23

資 産 合 計 4,638 5,191 ▲ 553

科　　目 当　期
（2022年 3月 31日）

前　期
（2021年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

負債の部
流 動 負 債 368 590 ▲ 222

固 定 負 債 2,710 2,645 64

負 債 合 計 3,078 3,236 ▲ 157

純資産の部
株 主 資 本 1,531 1,783 ▲ 252
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 10 ▲    3 14

非 支 配 株 主 持 分 18 175 ▲ 157

純 資 産 合 計 1,560 1,955 ▲ 395

負 債 純 資 産 合 計 4,638 5,191 ▲ 553

科　　目 当　期
（2022年 3月 31日）

前　期
（2021年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

負債の部
流 動 負 債 505 680 ▲ 175

固 定 負 債 1,068 1,089 ▲  21

負 債 合 計 1,573 1,770 ▲ 196

純資産の部
株 主 資 本 1,366 1,411 ▲  45

評 価・ 換 算 差 額 等 24 17 6

純 資 産 合 計 1,391 1,429 ▲  38

負 債 純 資 産 合 計 2,964 3,200 ▲ 235

科　　目 当　期
（2022年 3月 31日）

前　期
（2021年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

資産の部

流　動　資　産 856 972 ▲ 115

固　定　資　産 2,108 2,227 ▲ 119

有 形 固 定 資 産 1,425 1,565 ▲ 139

無 形 固 定 資 産 15 20 ▲ 　4

投資その他の資産 666 641 25

資 産 合 計 2,964 3,200 ▲ 235

財政状況

（３）2021 年度（第 78 期）財政状況（３）2021 年度（第 78 期）財政状況
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国内線は、観光需要がけん引して、通期でコロナ前85％までの回復と想定

国際線は、ビジネス需要から回復するも、観光需要の回復には時間を要し、

通期でコロナ前計画比18% までの回復と想定

参考値
※

事業環境

旅客数予測

２．2022 年度（第 79 期）業績予想２．2022 年度（第 79 期）業績予想

※ 参考値は、国内線はコロナ影響前、

　 国際線は発着枠拡大後の想定旅客数としております。
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国内線を中心とした回復は続き、営業収益は大幅に増加

国際線の大幅な回復は望めず、コスト削減を堅持するも、連結では三期連続赤字へ

設備投資は、国内線サテライト工事の着工はあるものの、それ以外の投資を抑制

区　分 次期
（2022年度）

当期
（2021年度） 増　減 増減率

億円億円 億円億円 億円億円 %%

営 業 収 益営 業 収 益 1,0561,056 570570 485485 85.185.1

営 業 損 益営 業 損 益 ▲　166▲　166 ▲　412▲　412 246246 ーー

経 常 損 益経 常 損 益 ▲　181▲　181 ▲　438▲　438 257257 ーー

親会社株主に帰属 親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 損 益す る 当 期 純 損 益 ▲　 57▲　 57 ▲　252▲　252 195195 ーー

注：億円未満は切り捨て処理しております。注：億円未満は切り捨て処理しております。

通期連結業績予想
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３．中期経営計画（2022年度〜 2025年度）３．中期経営計画（2022年度〜 2025年度）



•THE HANEDA HOUSE 開業

•店舗リニューアル

•ラウンジリニューアル

•新リサイクル棟建設

•調達費用削減プロジェクト

•国際線ターミナル拡張整備（T2、T3）
•TIAT※連結子会社化
•国内線ターミナルリニューアル（T1）
•ビジネスジェット専用施設の整備
•SKYTRAX ５スター 6 年連続獲得
•Fast Travel、ロボット等先端技術の導入
•ユニバーサルデザイン、バリアフリー対応
•東京オリンピック・パラリンピック運営協力

•市中免税店舗開業

•Air BIC 事業の多店舗展開

•他空港運営事業への参画

•HI City 開業

•地方創生事業の展開

●2020 年 3 月の羽田空港機能強化の再始動にあたり、ハード・ソフト両面で品質・効率性を向上させる

●新規展開事業を含め航空需要に依存した収益構造からの転換を図り「稼ぐ力」を強化する

●変化する事業環境に対して新しい発想や実行力を備える人財と安定した事業継続を可能にする財務基盤を確保する

※TIAT：東京国際空港ターミナル（株）、以下同じ

（１）重要施策の振り返り（１）重要施策の振り返り

３３――１．前中期経営計画の総括１．前中期経営計画の総括
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・2018 年に TIATを連結子会社化、目標指標の見直し

・2020 年コロナ禍で事業環境が一変、ニューノーマルへの適応が課題に

営業収益

損益計算書
（億円）

営業損益
親会社株主に帰属する

当期純損益

注）2018 年度は特別損益の影響を考慮して算出

（２）目標指標の達成状況（２）目標指標の達成状況
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首都圏空港の機能強化（国土交通省Webサイトより当社にて編集）

 １）[ 首都圏の国際競争力強化 ]  ⇒日本経済を再生

 ２）[ 訪日外国人の受入 ]  ⇒外国人旅行者の増加と旅行消費額の拡大

 ３）[ 日本全国の地域活性化 ]  ⇒諸外国の成長力を国内各地域に波及

 ４）空港機能の拡充
       （人工地盤の整備・空港アクセス鉄道の整備・駐機場の整備）

 ５）防災・減災対策等
       （滑走路等の耐震性強化・護岸等の整備・基本施設等の更新）

国土交通省『航空を取り巻く状況と今後の課題・取組』令和4年3月（抜粋）

 １）コロナ禍での適切な対応（感染状況に応じた水際対策）

 ２）ポストコロナの需要回復・拡大期を見据えた対応
      （首都圏空港をはじめとする各空港の機能強化、空港の防災・減災対策）

 ３）航空分野における脱炭素化への対応（空港における脱炭素化の推進）

 ４）新しい航空モビリティの安全・安心の確保
      （空飛ぶクルマ実装、ドローン・空飛ぶクルマ・有人機の安全・円滑な飛行）

 ５）安全・安心な航空サービスの提供（航空イノベーションの推進）

３３――２．羽田空港を取り巻く環境の変化２．羽田空港を取り巻く環境の変化
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空港のリーディングカンパニー

中期経営計画期間中に着実にカタチにして、 成果につなげていく

設備投資
（更なる国際化）

（インクルーシブ･多様性対応）

変化への対応
柔軟性

稼ぐ力

実行力
グループシナジー

環境投資

人財投資

長期ビジョン 「To Be a World Best Airport」 の実現に向けて、 当社グループが 「空港のリーディングカンパニー」 になるという強い
決意のもと、 2030 年に目指す姿を設定いたしました。

３３――３．当社グループが目指す姿３．当社グループが目指す姿
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組織力とガバナンスを一層高めている

空港ベスト ・ モデル

スマートエアポートとしての進化
（技術革新を運営 ・経営に融合）

３３――４．当社グループが 2030年に目指す姿４．当社グループが 2030年に目指す姿
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中期経営計画 2020
To Be a World Best Airport 2020

中期経営計画（2022年度～ 2025年度）
To Be a World Best Airport 2025
～人にも 環境にも やさしい先進的空港 2030 に向けて～

増資の実行

国際化投資の実行

TIATの連結子会社化

コロナ禍の学び

■2030年：訪日外客数6000万人・消費額15兆円の政府目標ターム、SDGsゴールイヤー、脱炭素 CO2削減▲46%目標実現ターム

■2025年：旅客数がコロナ前水準に戻ると予測（IATA※2）されている年

※2  IATA：国際航空運送協会

（※1）

1

３３――５．中期経営計画（2022 年度〜 2025 年度）の位置づけ５．中期経営計画（2022 年度〜 2025 年度）の位置づけ
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DX・新技術活用による改善・革新 組織・人財・ガバナンス

サステナビリティの推進

財務戦略

収益基盤の拡大

空港事業の成長

再成長土台の確立

［成長・進化］
伸ばす ［挑戦・チャレンジ］

拡げる
［改革・イノベーション］

変える

最適化 価値創造

成長ドライブ

収益基盤の強化

持続可能性を追求

経営基盤の強化

中期経営計画（2022年度～ 2025年度）の戦略は、最大の成長ドライブである【将来の航空需要の取り込み】と、

その実現に向けた【再成長土台の確立】・【収益基盤の拡大】を、高度かつ効率的に推進するため【DX】・【組織・

人財・ガバナンス】・【財務戦略】の経営基盤を強化します。また、【サステナビリティ】を戦略推進の中核と

位置づけて持続可能性を追求します。

３３――６．戦略の方向性６．戦略の方向性
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施設管理運営業

高品質と利益向上の両立を果たすべく、 ターミナル運営のオペレーションを見直し、 維持管理コストの削減や
賃料等の増収を図りながら、 2030年の訪日外客数増加に向け空港インフラとしての機能強化を推進する。

■オペレーショナル･エクセレンス 
┗ 案内業務等のロボット等技術活用による
　  サービス向上 ・ 省人化

■コロナ禍の抜本的な見直し ・ 学び 
┗ 運営コスト削減のリバウンド抑制
　 （サービス提供プロセスの再構築）
┗ 新たな感染症に対する関係省庁や
　 エアラインと連携した水際対策の検討
■オフエアポートチェックイン等の空港利用の
 変化を見据えたターミナル運用の検討

■商業リニューアル ・ 空室対策 
┗ 新たなコンテンツ提供による活性化
┗ 施設拡張に伴う再配置検討

■ラウンジの新規提携先獲得と
   利用者数の増加
■ 柔軟性と効率性の高いデジタル
   サイネージを活用した広告媒体          
   の開発

■旅客動線最適化・定時運航率向上に
   資する T2サテライト-本館接続
■国のエプロン整備に合わせた
　 T1サテライト新設
■将来の航空需要増加を見据えた
　 検討
┗ JR東日本アクセス新線とT2接続 
┗ T1-T2 接続（国際線エリア整備）

■環境対策を含むターミナルビルの長期修繕計画の立案 ・ 実行
┗脱炭素（照明の LED 化 ・ 空調機更新の更なる推進）
┗災害対応（特定天井の改修完了、 デジタルサイネージを活用した災害時におけるタイムリーな情報提供）
■聴覚障がい者向け非常時フラッシュライト増設等のユニバーサル ・ デザインの強化
■ターミナル運用資材の二次利用促進等による廃棄物の削減（PBB ・ 館内装飾品 等）

３３――６．戦略の方向性　事業セグメント①６．戦略の方向性　事業セグメント①
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商品構成やサービス、 オペレーション、 原価率等の見直しを行いつつ、 デジタルマーケティングの活用により消費
動向の変容した顧客ニーズを発掘し、 物品販売業売上高︓1,560 億円・飲食業売上高︓180 億円 を目指す。

■店舗運営の効率化 ・ 多様化
┗ 集中レジ店舗でのセルフレジ導入 
┗ 在庫を持たないショールーム店舗展開
┗ 非接触接客の研究
　 （自動会計（RFID）等）

■羽田オリジナル商品の開発・売上シェア
　  拡大による原価率の低減

■T1 マーケットプレイスの店舗改装
┗ 地方と連携した産直事業展開
　 （物販 × 飲食 × サービスの複合店舗）

■T3 免税店へのトップブランド導入 
┗ オリジナル商品展開による差別化 
┗ ヴァーチャルを活用した T2 免税展開
■ ニーズの高まるエシカル商品の展開
■空港利用者への One to One
　 マーケティングの強化

■EC活用による販路 ・ 商材の拡大
┗ 空港の場を活用したクリック＆コレクトの展開
┗ 越境 EC の新たなチャネル開発
┗ 国際線旅客の関連事業者との提携によ
 る免税予約サイトの利用向上
　 （QRコードを活用した送客強化）

■体験価値を提供するリテールテイメント 
 の展開

■エシカル商品の展開 ・ 拡充（アップサイクル商品やフェアトレード商品、 地方産品の展開等）
■ショッピングバッグの資材変更 ・ 有料化
■商品の廃棄処分の削減（アウトレット販売、 フードロス対策等）

前中計目標
（2020年度）

前中計目標
（2020年度）

2025年度 2025年度新収益認識
会計基準

新収益認識
会計基準

物品販売業／飲食業

３３――６．戦略の方向性　事業セグメント②６．戦略の方向性　事業セグメント②
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2030年には収益基盤の一つとして利益の一翼を担うことを目指し、 羽田の価値 ・ ネットワークや空港運営ノウハウ
の活用に加え、 現時点で保有していない経営資源の獲得を通じて、 2025年には売上高100億円規模を目指す。

■ EC事業の更なる強化（詳細前ページ参照）

■ 保税アート ・ 地方創生等の羽田の場と
　 ネットワークを活用した集客事業
■ HICity等の周辺地域との連携強化と
　 収益機会獲得
■ 免税商品販売等のビジネスジェット
　 利用者向けサービスの開発 ・ 拡充

■ 独自性 ・ 実績を活用した事業展開 
┗ ラディクール ・ ロボット代理店業 
┗ 機内食 ・ 清掃技術等の外販
　 （グループ保有ノウハウの更なるビジネス化）
┗ 空港運営コンサルティング
┗ 空港運営参画先の免税事業展開等

■旅客利便に資する新技術の積極
　 的な研究開発 ・ 導入と空港外へ
　 の展開
■ 次世代モビリティの研究
■ 新しいビジネスシーズの研究 ・ 開拓

■羽田の場とネットワークを活用した周辺地域 ・ 首都圏の発展と地方創生への貢献
■ロボット等の新技術開発を通じた労働力確保等の社会課題の解決

新規事業／ノウハウ事業

３３――６．戦略の方向性　新しい取り組みについて６．戦略の方向性　新しい取り組みについて
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経営基盤

■サステナビリティ基本方針に基づく事業推進
■サステナビリティ推進組織の設置 （委員会 ・ 専任組織 ・ テーマ別WG）
■ステークホルダーへの積極的な情報開示
  ┗CGC改定やTCFD提言への対応、 統合報告書の発行へ向けた検討

■DX 戦略の明確化
┗ デジタルマーケティング
┗ 販売チャネルの開発
┗ 警備 ・ サービス等の品質向上 
┗ 事務部門の業務効率化の推進
　 （不動産管理 ・ 商品発注の精度向上）
■ 航空イノベーションの推進
■ 新しい航空モビリティの研究

■ ［組織］
　　戦略にあわせたグループ体制
■ ［人財］
　　人財の多様性確保
┗ 産産 ・ 産学連携、 外部出向の実施 
┗ 女性の活躍推進
┗ 障がい者雇用の推進
■ ［ガバナンス］
　　取締役会の機能発揮

■成長投資を見据えた強固な財務基盤の確立
┗格付を考慮した財務基盤の構築
┗ハイブリッドローンのリファイナンス等

■ 環境対策を見据えた資金調達の多様化検討
┗CO2削減投資におけるグリーンボンド等

■ プライム市場における投資家エンゲージメント 
┗資本コストに基づく事業評価 / 適正資源配分の検討

デジタル・ AIを中心とした技術活用
情報・ データをデジタル連携
スマートエアポートへの進化

社外人財の登用・ 社外交流を強化
人財の専門性・ 多様性

『自ら考え挑戦する』 企業風土

財務体質の早期健全化
高度な事業評価・ 管理体制確立
新たな事業機会への適切な投資

３３――６．戦略の方向性　経営基盤６．戦略の方向性　経営基盤
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カーボンニュートラル
脱炭素社会

基本理念 「公共性と企業性の調和」 のもと、 事業活動を通じてサステナブルな社会の実現に貢献して参ります。
新たに策定した 「サステナビリティ基本方針」 に基づき、 ステークスホルダーと協働しながらグループ一体でのサステナ
ビリティ経営を推進して参ります。

（１）サステナビリティ基本方針（１）サステナビリティ基本方針

３３――７．サステナビティ７．サステナビティ
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2022年7月に、 代表取締役社長が委員長を務める「サステナビリティ委員会」を新たに設置し、 専任組織とし
て社長直轄の 「サステナビリティ推進室」 を新設します。
「サステナビリティ委員会」 の傘下にテーマ別ワーキンググループも設置しながら、 全社横断的にサステナビリティの
取り組みを実践して参ります。

サステナビリティ推進体制 「サステナビリティ委員会」の概要

（２）サステナビリティ経営の推進体制（２）サステナビリティ経営の推進体制
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<<現状の取組み>> 

<<今後の主な取組み>>

┗Wi-Fi 設備の増強
┗聴覚障がい者向け非常時フラッシュライトの増設

·人財の多様性
　 ┗産産 ・ 産学連携、 女性の活躍推進、 障がい者雇用の推進
· ロボット等の新技術開発を通じた労働力確保等の社会課題解決

社会課題解決

おもてなし

快適な旅
ストレスフリー

世界随一の”おもてなし”
CS（顧客満足度向上に関する取組み）

安全・安心な空港
防災・防犯への取組み

快適な旅～ストレスフリー～

価値創造を支える基盤（全ての視点に共通する取組み）

ユニバーサルデザインの推進
エコエアポート

CO2削減への取組み

新たなテクノロジーの活用 廃棄物削減・ リサイクル

人財育成・ エンゲージメント 労働安全衛生・健康経営

ACI（国際空港評議会）のAHAプログラム認証取得

（３）サステナビリティに関する取組み（３）サステナビリティに関する取組み
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３３――８．戦略ロードマップ８．戦略ロードマップ
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注：2025 年度の旅客数：新型コロナの影響を受けていない想定の 2020 年度旅客水準（国際線拡張後）まで回復することを前提としております。

　　（羽田空港想定旅客数 国内線：6,900 万人・国際線：2,560 万人）

2025年度 損益計算書

目標収支

３３――９．定量目標９．定量目標

定量目標の考え方
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2022年度

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 計画期間計

2023年度 2024年度

（2022年度～2025年度合計総工事費）

2025年度 計画期間計
億円

億円 億円 億円 億円 億円

億円 億円 億円 億円

・ 羽田イノベーションシティ、 EC事業、 ロボット事業　等

・ T1/T2 サテライト整備工事、 設備更新工事　等

・ DX投資　等

・ 照明 LED化工事︓30億円
・空調機更新工事　︓50億円

T1 / T2 サテライト整備投資

CO2 削減に係る設備工事

３３――10．投資計画10．投資計画

計画期間における投資想定額
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2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

2023年度2023年度 2024年度 2025年度

2021年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度2022年度 2023年度

6,900

旅客数 2,838
万人 万人 万人 万人 万人 万人 万人 万人

% % % % % % %%
5,852 6,900 83 466 1,210 2,310 2,560

3 18 47 90 100コロナ影響前比

旅客数

計画比41 85 100

３３――11．旅客数想定11．旅客数想定

計画期間における羽田空港の旅客数予測
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参　考　資　料

1．当社グループの概要

2．東京国際（羽田）空港の概要



１．当社グループの概要１．当社グループの概要

（1） 羽田空港における当社の位置づけ（国内の主要空港との比較）（1） 羽田空港における当社の位置づけ（国内の主要空港との比較）
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（２）事業案内（２）事業案内
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18

JAPAN AIRPORT TERMINAL

（２）基本理念と経営方針

（３）基本理念と経営方針（３）基本理念と経営方針
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1953年 7月 資本金１億５千万円をもって民間資本により設立

1955年 5月 ターミナルビル開館、営業開始 

1964年 4月 東京オリンピック開催に伴う国内線到着専用ターミナルビル工事竣工 

10月 免税品販売業開始 

1978年 5月 成田空港開港に伴い免税店での物品販売、ホテル斡旋等開始

1990年 2月 東京証券取引所市場第二部に上場 

1991年 9月 東京証券取引所市場第一部に上場 

1993年 9月 羽田空港第１旅客ターミナルビル(ビッグバード)供用開始 

1994年 9月 関西空港開港に伴い免税店運営業務受託、免税品の卸売等開始 

1998年 3月 羽田空港暫定国際線旅客ターミナルビル供用開始 

2001年 2月 羽田空港国際旅客チャーター便就航   

2002年 4月 羽田空港国際定期便運航終了(ﾁｬｲﾅｴｱﾗｲﾝ,ｴﾊﾞｰ航空 成田移転) 

2003年 11月 羽田⇔金浦国際旅客チャーター便就航 

2004年 12月 羽田空港第２旅客ターミナルビル供用開始 

2005年 2月 中部空港開港に伴い免税品の卸売開始 

2006年 6月 特別目的会社(SPC)｢東京国際空港ターミナル株式会社｣（TIAT）を設立 

2007年 2月 羽田空港第２旅客ターミナルビル南ピア供用開始 

9月 羽田⇔上海（虹橋）国際旅客チャーター便就航 

2008年 4月 羽田⇔香港国際旅客チャーター便就航（特定時間帯） 

2009年 4月 空港法により空港機能施設事業者に指定

10月 羽田⇔北京国際旅客チャーター便就航 

2010年 10月 羽田空港第２旅客ターミナルビル本館増築部供用開始 

羽田空港第３旅客ターミナル供用開始（TIAT）

2011年 11月 羽田空港第１旅客ターミナルビルリニューアル工事竣工

2013年 ４月 羽田空港第２旅客ターミナルビル南ピア増築部供用開始 

2014年 3月 羽田空港第３旅客ターミナル拡張部供用開始（TIAT）

2018年 4月 東京国際空港ターミナル株式会社（TIAT）を連結子会社化

2019年 12月 羽田空港第３旅客ターミナル再拡張部供用開始（TIAT）

2020年 3月 羽田空港第２旅客ターミナル国際線施設供用開始 
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（３）沿革（３）沿革

（４）沿革（４）沿革
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（５）グループ企業（５）グループ企業
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21

注 ： 通常期の目安として２０２０年３月期実績で算出

JAPAN AIRPORT TERMINAL

（５）収益構造 セグメント別内容

家 賃 収 入
羽田空港国内線、国際線の事務室家賃（定額家賃）、
店舗家賃（定額家賃＋歩合料金）

施設利用料収入
旅客取扱施設利用料（羽田国内線・国際線：PSFC）、
国際線PBB利用料 ほか

そ の 他
羽田空港国内線、国際線の駐車料収入、広告料収入、
有料待合室ラウンジ売上、ホテル事業収入
羽田国内線の請負工事収入

賃借料（国有財産使用料等）、
租税公課（固定資産税）、業務委託費

国 内 線 売 店 羽田空港国内線の物販店の商品売上 商品売上原価、消耗品費

国 際 線 売 店
羽田空港国際線の物販店の商品売上
成田空港、関西空港、中部空港の空港免税店等の商品売上、
市中免税店の商品売上

商品売上原価、消耗品費、営業歩合、
業務委託費

そ の 他
成田空港、関西空港、中部空港等への卸売上
成田空港、関西空港の業務受託料収入

商品売上原価、業務委託費

飲 食 店 舗 羽田空港国内線、国際線、成田空港内飲食店舗の売上
食材費（飲食売上原価）、営業歩合、
業務委託費

機 内 食 機内食の製造・販売 食材費（飲食売上原価）

そ の 他
エアラインラウンジケータリング収入
冷凍食品、弁当等の卸売上

食材費（飲食売上原価）、業務委託費

飲 食 業

区 分 主 な 売 上 内 容 主 な 費 用 内 容

施 設 管 理
運 営 業

減価償却費、水道光熱費、修繕費、
賃借料（国有財産使用料等）、
租税公課、清掃費、業務委託費

物 品
販 売 業

（６）収益構造　／　セグメント別内容（６）収益構造　／　セグメント別内容
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及び

（７）設備投資の推移（７）設備投資の推移
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（６）東京国際空港ターミナル株式会社の概要
（８）東京国際空港ターミナル株式会社の概要（８）東京国際空港ターミナル株式会社の概要
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２．東京国際（羽田）空港の概要２．東京国際（羽田）空港の概要

（１）配置図（１）配置図
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（２）旅客者数比較（２）旅客者数比較
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7年連続
空港内の清潔さや快適さなどを評価する
「Worldʼs Cleanest Airports」

新型コロナウイルス感染症対策に関する監査
「COVID-19 Airport Safety Rating」

2年連続
アジア空港の総合評価
「Best Airports in Asia」

10年連続

国内線エリアの使いやすさや快適性などを総合的に評価する
「Worldʼs Best Domestic Airports」

（羽田空港第１・ 第２ターミナル）

4年連続

高齢者や障がいのある方など、 移動時のサポートを必要とするお客様への取り組みに
優れている旅客ターミナルを評価する
「Worldʼs Best PRM / Accessible Facilities」

参考（SKYTRAX 社実施 国際空港評価）参考（SKYTRAX 社実施 国際空港評価）
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